
平成３０年度 

大阪府中小企業労働事情実態調査報告(概要) 
 

Ⅰ. 調 査 概 要 

１. 調査の目的 

この調査は、中小企業における経営、賃金、労働時間、労働条件等の実態を明確にし、適正な

中小企業労働対策の樹立ならびに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを

目的として実施しました。 

２. 調査実施方法 

 本会会員組合の組合員のうち７２２事業所について、全国中央会の指定に従い調査アンケート

用紙を事業協同組合等の組合を通じて郵送により配布して行ったものです。 

３. 調査の時点 平成３０年７月１日 

４. 回答事業所数と内訳 

業種ごとの回答事業所数と内訳 

業 種 
回答 

事業所数 

回 答 事 業 所 の 規 模（内 訳） 

１～９人 
１０～ 

２９人 

３０～ 

９９人 

１００～

３００人 

大 阪 府 計  ３２１  ７４ １１２ １１３ ２２ 

製 

造 

業 

食 料 品 製 造 業   ２   １  １ 

繊 維 工 業 製 造 業  ２０  ４ ７ ８ １ 

木材・木製品製造業  １５  ５ ９ １  

印刷・同関連製造業  １８  ３ ７ ６ ２ 

窯業・土石製品製造業   ８  ２ ３ ３  

化 学 工 業  １７  ５ ２ ９ １ 

金属、同製品製造業  ５４  ７ ２２ １５ １０ 

機 械 器 具 製 造 業  １１  １ １ ７ ２ 

そ の 他 の 製 造 業  ４１  ６ １３ １９ ３ 

計 １８６ ３３ ６５ ６８ ２０ 

非 

製 

造 

業 

情 報 通 信 業      

運 輸 業 ８    ７ １ 

建 設 業 ４３  １４ １６ １２ １ 

卸 ・ 小 売 業 ６２  １４ ２６ ２２  

サ ー ビ ス 業 ２２  １３ ５ ４  

計 １３５  ４１ ４７ ４５ ２ 



Ⅱ. 調 査 結 果 の 概 要 

１. 経営について 

◆経営上の障害としては、「人材不足（質の不足）」が５３．１％で群を抜いてトップである。 

◆経営上の強みとしては、「顧客への納品・サービスの速さ」（３３．２％）と「製品の品質・精

度の高さ」（３１．２％）が上位となっている。 

 

経営上の障害としては、「人材不足（質の不足）」（５３．１％）が高い割合を示している。次い

で、「原材料・仕入品の高騰」（３６．９％）、「労働力不足（量の不足）」（３０．４％）、「同業他

社との競争激化」（２７．２％）が上位に位置している。しかし、「労働力不足（量の不足）」は、

全国平均（３９．３％）と比べると低い結果となった。また、近年人材不足感が強いためか、「人

件費の増大」（２２．０％）を経営上の障害と考える企業は必ずしも多くはなかった。 

経営上の強みとしては、「顧客への納品・サービスの速さ」（３３．２％）や「製品の品質・精

度の高さ」（３１．２％）が上位を占めている。それに次いで、「組織の機動力・柔軟性」（２６．

６％）、「技術力・製品開発力」（２３．６％）、「生産技術・生産管理能力」（２２．３％）が挙げ

られている。一方で、「製品・サービスの独自性」（１７．９％）、「商品・サービスの質の高さ」

（１３．０％）、「企業・製品のブランド力」は、全国平均よりも低い数値となっている。 
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２. 労働時間について 

◆週所定労働時間は、大規模事業所ほど「４０時間」の割合が高い傾向にある。また、小規模事

業所ほど「４０時間超４４時間以下」が増加傾向にある。 

◆製造業（４．９％）よりも非製造業（１１．４％）の方が、所定労働時間が４０時間を超える

傾向にある。 

◆木材・木製品製造業は他の事業と比べると、４０時間超の所定労働時間比率が高く、月平均残

業時間も長い。 

◆月平均残業時間は、大規模事業所ほど長くなる傾向にある。 

◆月平均残業時間は、繊維工業製造業（６．３９時間）が最も短く、窯業・土石製品製造業（２

６．２５時間）が最も長い。 

◆月平均残業時間は、製造業（１４．０３時間）よりも非製造業（１０．７６時間）の方が短い

傾向にある。 

 

週所定労働時間に関して、大規模事業所ほど「４０時間」以下の傾向が強いが、小規模事業所

ほど「４０時間超４４時間以下」の傾向が強くなる。また業種別では、サービス業（１９．０％）

をはじめとした非製造業の方が、製造業よりも所定労働時間（「４０時間超４４時間以下」）の割

合が高い。 

 月平均の残業時間については、大規模事業所ほど長くなる傾向にある。業種別では、製造業で

窯業・土石製品製造業（２６．２５時間）が最も長く、非製造業では建設業（１６．３２時間）

が最も長い。全体的には製造業よりも非製造業の方が短い傾向にある。また、大阪府計（１２．

６６時間）は全国平均（１２．２７時間）と大きな差は見られない。 

 

事業所規模・業種別の労働時間および残業時間 

時 間 

 

 

規 模・業 種 

週 所 定 労 働 時 間（％） 
月平均 

残業時間 

（ｈ） 

３８時間 

以下 

３８時間超 

４０時間 

未満 

４０時間 

４０時間超 

４４時間 

以下 

全 国 平 均 １３．２ ２７．１ ４９．７ １０．１ １２．２７ 

大 阪 府 計 １５．９ ２３．８ ５２．７ ７．６ １２．６６ 

大 阪 府 

事業所規模 

１ ～ ９ 人 １７．４ １８．８ ４９．３ １４．５ ６．２２ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ２０．７ ２１．６ ４８．６ ９．０ １４．３４ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 １２．４ ２８．３ ５６．６ ２．７ １４．０２ 

１００～３００人 ４．５ ２７．３ ６３．６ ４．５ １７．２３ 

大 阪 府 

製 造 業 

食 料 品 製 造 業  ５０．０ ５０．０  １４．００ 

繊維工業製造業 １０．５ ３６．８ ４７．４ ５．３ ６．３９ 

木材・木製品製造業 ６．７ ４０．０ ４０．０ １３．３ ２１．４０ 

印刷・同関連製造業 １１．８ ２９．４ ５２．９ ５．９ １８．８８ 

窯業・土石製品製造業  ２５．０ ７５．０  ２６．２５ 

化 学 工 業 ３５．３ １１．８ ４７．１ ５．９ １１．００ 

金属、同製品製造業 １４．８ ２５．９ ５５．６ ３．７ １５．９１ 

機械器具製造業 ９．１ １８．２ ７２．７  １３．０９ 

その他の製造業 ２０．０ ２５．０ ５０．０ ５．０ ９．３５ 

計 １５．３ ２６．８ ５３．０ ４．９ １４．０３ 

大 阪 府 

非製造業 

運 輸 業   ８７．５ １２．５ １４．８８ 

建 設 業 １１．９ ４．８ ６６．７ １６．７ １６．３２ 

卸 ・ 小 売 業 ２１．３ ３４．４ ３９．３ ４．９ ７．１６ 

サ ー ビ ス 業 １９．０ １４．３ ４７．６ １９．０ ８．７６ 

計 １６．７ １９．７ ５２．３ １１．４ １０．７６ 

 



３. 長時間労働への対応について 

◆大規模事業所では「人員の増員・配置の見直し」、「時間外労働の是正・削減」、「業務内容・業

務分担の見直し」、「新しい機械等の導入による業務効率化」への対応が進む傾向にある。 

◆業種別では、製造業の繊維工業と非製造業のサービス業において、いずれの対応策もあまり進

められていない傾向が見られる。 

 

長時間労働への対応については、大規模事業所ほど取り組みを実施している傾向にある。とり

わけ、「人員の増員・配置の見直し」、「時間外労働の是正・削減」、「業務内容・業務分担の見直し」、

「新しい機械等の導入による業務効率化」については、事業所の規模により取り組みへの差が目

立った。 

また業種別では、製造業・非製造業ともに「人員の増員・配置の見直し」（製造業：３５．４％、

非製造業：２８．０％）、「時間外労働の是正・削減」（製造業：３５．４％、非製造業：２７．２％、）、

「業務内容・業務分担の見直し」（製造業：３４．３％、非製造業：２８．８％）が、比較的高い

割合で取り組まれている。 

 

事業所規模・業種別の長時間労働への対応（％） 

対 応 
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全 国 平 均 ３３．２ ３０．６ ３０．１ １８．３ １４．３ １８．７ １７．２ 

大 阪 府 計 ３２．４ ３２．０ ３２．０ １４．１ １３．７ ２０．３ １９．９ 

 

大 

阪 
府 

 

事
業
所
規
模 

１ ～ ９ 人 １１．９ ２０．９ １１．９ ６．０ ７．５ １６．４ ６．０ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ３４．９ ３１．２ ２９．４ １０．１ １５．６ ２２．０ ２２．９ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ３８．０ ３５．２ ４４．４ ２５．０ １３．９ ２０．４ ２３．１ 

１００～３００人 ５４．５ ５４．５ ４５．５ ４．５ ２２．７ ２２．７ ３１．８ 

 
 
 
 
 
 
  
 
 

大 

阪 

府 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

製 

造 

業 

食 料 品 製 造 業 １００ ５０．０ ５０．０  ５０．０  １００ 

繊維工業製造業 １５．０ ２０．０ ３０．０ １０．０ １５．０ １５．０ １０．０ 

木材・木製品製造業 ４２．９ ５０．０ ２１．４ １４．３ ３５．７ ３５．７ ３５．７ 

印刷・同関連製造業 ２３．５ ６４．７ ３５．３ １７．６ １７．６ ４７．１ ４７．１ 

窯業・土石製品製造業 ２５．０ ３７．５ ６２．５ ２５．０ １２．５ １２．５ ３７．５ 

化 学 工 業 ４３．８ ３７．５ ２５．０ １２．５ ６．３ ３７．５ ５０．０ 

金属、同製品製造業 ４６．３ ３１．５ ３５．２ ７．４ １３．０ １６．７ ２７．８ 

機械器具製造業 ４５．５ ４５．５ ３６．４ ９．１ １８．２ ９．１ ９．１ 

その他の製造業 ２５．６ ２５．６ ３３．３ ２０．５ ７．７ １２．８ ２８．２ 

計 ３５．４ ３５．４ ３４．３ １３．３ １４．４ ２１．０ ３０．４ 

大 

阪 

府 

 

非 

製 

造 

業 

運 輸 業 ２８．６ ２８．６ ５７．１  １４．３ ４２．９  

建 設 業 ４２．５ ４０．０ ２２．５ ２０．０ ２０．０ ２５．０ ５．０ 

卸 ・ 小 売 業 ２４．１ ２２．４ ３６．２ １７．２ ８．６ １５．５ ３．４ 

サ ー ビ ス 業 １０．０ １５．０ １０．０ ５．０ １０．０ １０．０ １０．０ 

計 ２８．０ ２７．２ ２８．８ １５．２ １２．８ １９．２ ４．８ 



４. 新規学卒者の採用充足状況 

◆すべて（高校卒から大学卒における技術系・事務系）の採用充足率において、大阪府計は全国

平均を上回っている。 

◆業種別では、大阪府の高校卒非製造業（６８．２％）が、全国平均（７４．７％）と比べた場

合に、低い結果となっている。 

 

大阪府の新規学卒者における採用充足率は良好な結果といえる。高校卒から大学卒における技

術系・事務系すべてにおいて、大阪府計は全国平均を上回る結果となった。とりわけ、全国的に

は充足率が低めの高校卒の技術系（７４．７％）と大学卒の技術系（７７．１％）においても、

大阪府計（高校卒の技術系：８１．３％・大学卒の技術系：９１．７％）が全国平均を上回る結

果となった。また業種別では、大阪府の高校卒非製造業が、低めの充足率となっている。 

 

 

新規学卒者の採用充足状況 

 充足率（％） 

技術系 事務系 

高校卒 

全 国 ７４．７ ８５．０ 

大阪府 

計 ８１．３ １００．０ 

製造業 計 ８５．５ １００．０ 

非製造業 計 ６８．２  

専門学校卒 

全 国 ８５．５ ９４．４ 

大阪府 

計 １００．０ １００．０ 

製造業 計 １００．０ １００．０ 

非製造業 計   

短大卒（含高専） 

全 国 ８６．９ ８８．８ 

大阪府 

計 １００．０ １００．０ 

製造業 計 １００．０ １００．０ 

非製造業 計 １００．０  

大学卒 

全 国 ７７．１ ８３．１ 

大阪府 

計 ９１．７ ９１．９ 

製造業 計 ９１．３ ８９．７ 

非製造業 計 １００．０ １００．０ 

 



５. 新規学卒者の初任給 

◆専門学校卒の技術系を除き、大阪府の平均初任給は全国平均値を上回る。 

◆最も高い平均初任給は、大阪府の「大学卒：技術系」（２０５,７７７円）である。 

◆大阪府の技術系初任給では、専門学校卒（１６９,８００円）よりも高校卒（１７７,８８８円）

の方が高くなっている。 

 

大阪府の新規学卒者における初任給（単純平均）は、概ね全国平均値よりも高い結果となった。

また、最も高額な平均初任給は「大学卒：技術系」（２０５,７７７円）であり、次いで「大学卒：

事務系」（２０４,４７６円）、「短大卒（含高専）：技術系」（１９１,２５０円）となっている。一

方で、「専門学校卒：技術系」（１６９，８００円）の初任給が、「高校卒：技術系」（１７７，８

８８円）と「高校卒：事務系」（１７０,５２５円）に及ばない結果となっている。 

 

 

新規学卒者における初任給の比較 

 初任給（円） 
（Ａ）－（Ｂ） 

（Ａ）大阪府計 （Ｂ）全国平均 

高校卒 
技術系 １７７,８８８ １６３,３７４ １４,５１４ 

事務系 １７０,５２５ １５７,８９２ １２,６３３ 

専門学校卒 
技術系 １６９,８００ １７５,７６０ △５,９６０ 

事務系 １９０,０００ １７２,７５３ １７,２４７ 

短大卒（含高専） 
技術系 １９１,２５０ １７６,４６９ １４,７８１ 

事務系 １７８,９００ １７２,５５２ ６,３４８ 

大学卒 
技術系 ２０５,７７７ １９９,７０８ ６,０６９ 

事務系 ２０４,４７６ １９４,５３２ ９,９４４ 

 

  



６. 賃金改定実施状況 

◆賃金は「引上げた」事業所が圧倒的に多かった。 

◆賃金を「引下げた」大阪府の事業所は見られなかった。 

◆大阪府で賃金を引上げた事業所の割合（６６．５％）は、全国平均（４９．６％）を大きく上

回っている。 

◆製造業・非製造業ともに、規模別で最も引上げているのは「３０～９９人」の事業所である（製

造業：８６．８％、非製造業：６８．９％）。 

◆「引上げた」（製造業：７３．９％、非製造業：５６．３％）、「今年は実施しない（凍結）」（製

造業：５．４％、非製造業：１４．１％）、「未定」（製造業：１２．０％、非製造業：２３．７％）

の結果から、製造業よりも非製造業の方が賃金の改定に消極的であることが明らかとなった。 

賃金改定実施状況について、多くの事業所で「引上げ」が行われている。全国平均（４９．６％）

と大阪府（６６．５％）とを比較しても、大阪府の方が引上げに積極的である。それは「今年は

実施しない（凍結）」（全国：１５．９％、大阪：９．１％）や「未定」（全国：２２．２％、大阪：

１６．９％）の結果からもうかがえる。事業所規模別では、「３０～９９人」の事業所が、最も高

い割合となっている。しかし、非製造業は、「引上げた」、「今年は実施しない（凍結）」、「未定」

などの項目で、いずれも製造業ほどの数値とはなっていない。これらにより、賃金改定（現状で

はとりわけ「引上げ」）に対して、製造業よりも非製造業の方が消極的であることがうかがえる。 

 

事業所別賃金改定の実施状況（％） 

改 定 内 容 

 

 

 

事 業 所 

引
上
げ
た 

引
下
げ
た 

今
年
は
実
施
し
な

い
（
凍
結
） 

７
月
以
降
引
上
げ

る
予
定 

７
月
以
降
引
下
げ

る
予
定 

未
定 

全 国 ４９．６ ０．５ １５．９ １１．５ ０．４ ２２．２ 

大 阪 府 計 ６６．５  ９．１ ７．２ ０．３ １６．９ 

製 

造 

業 

１ ～ ９ 人 ４５．２  １６．１ ３．２  ３５．５ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ７０．８  ６．２ １２．３  １０．８ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ８６．８  １．５ ７．４  ４．４ 

１００～３００人 ８５．０   １０．０  ５．０ 

計 ７３．９  ５．４ ８．７  １２．０ 

非 

製 

造 

業 

１ ～ ９ 人 ３６．６  ２２．０   ４１．５ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ６１．７  ２１．３ ４．３  １２．８ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ６８．９   １１．１ ２．２ １７．８ 

１００～３００人 ５０．０     ５０．０ 

計 ５６．３  １４．１ ５．２ ０．７ ２３．７ 

 

  



７. 賃金改定の内容 

◆「定期昇給」の実施割合は、全国平均（５４．６％）よりも大阪府（６０．９％）の方が高い。 

◆大規模事業所ほど、「定期昇給」の実施割合が増える。 

◆小規模事業所ほど、「基本給の引上げ（定期昇給がない事業所）」の実施割合が増える傾向にあ

る。 

◆「ベースアップ」を実施する事業所の割合は、製造業（１９．７％）が非製造業（１０．０％）

のおよそ２倍である。 

 

大阪府の賃金改定については、「定期昇給」の割合が最も高く、そのおよそ半数の割合で「基本

給の引上げ（定期昇給がない事業所）」（３１．２％）が続いている。事業所規模別に見ると、製

造業・非製造業を問わず、大規模事業所ほど「定期昇給」が行われ、「基本給の引上げ」は小規模

事業所ほど行われている傾向にある。また、「臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ」は、製

造業では大規模事業所ほど、非製造業では小規模事業所ほど実施傾向にある。 

 

賃金改定の内容と事業所ごとの実施状況（％） 

改 定 内 容 

 

 

 

事 業 所 

定
期
昇
給 

ベ
ー
ス
ア
ッ
プ 

基
本
給
の
引
上
げ

（
定
期
昇
給
の
な

い
事
業
所
） 

諸
手
当
の
改
定 

臨
時
給
与
（
夏
季
・

年
末
賞
与
な
ど
）
の

引
上
げ 

全 国 ５４．６ １７．４ ３５．１ １５．５ １１．４ 

大 阪 府 計 ６０．９ １６．３ ３１．２ １６．３ １２．９ 

製 

造 

業 
１ ～ ９ 人 ５３．８  ４６．２ ２３．１ ７．７ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ５６．５ ２３．９ ３２．６ １７．４ １５．２ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ６２．１ １９．０ ３１．０ １７．２ １５．５ 

１００～３００人 ８０．０ ２６．７ ６．７ ６．７  

計 ６１．４ １９．７ ３０．３ １６．７ １２．９ 

非 

製 

造 

業 

１ ～ ９ 人 ３３．３ ８．３ ４１．７ １６．７ １６．７ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ５７．７ ３．８ ４２．３ １５．４ １５．４ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ７１．０ １６．１ ２２．６ １６．１ ９．７ 

１００～３００人 １００．０     

計 ６０．０ １０．０ ３２．９ １５．７ １２．９ 

  



８. 年次有給休暇の平均取得日数 

◆事業所の割合は、取得日数が１０日以上になると、大阪府計よりも全国平均の方が高くなる。 

◆事業所規模が大きくなるほど、取得日数も増えていく。 

◆事業所規模が１～９人では、５日未満の割合も高いが、１０日以上の割合も同様に高くなる。 

◆事業所規模が１００～３００人は、１０日以上の割合が高い。 

◆製造業・非製造業ともに最も多い取得日数は「５～１０日未満」（製造業：４４．６％、非製造

業：４４．２％）である。 

◆従業員１人当たりの平均取得日数が最も多いのは、１００～３００人の事業所規模である（８．

２７日）。 

◆業種別の１人当たり平均取得日数は、製造業で「窯業・土石業」（９．３８日）、非製造業で「運

輸業」（１３．２５日）が最も多かった。 

事業所規模が大きくなるほど、年次有給休暇の平均取得日数は増える傾向にあるが、従業員数

が１～９人の事業所では、１０日以上の取得日数も多い結果となった。同様に、従業員１人当た

りの平均取得日数は、１００～３００人が最も多く、次いで多いのが１～９人以下の事業所であ

った。 

大阪府と全国平均の従業員１人当たり平均取得日数を比べると、「大阪府計」（６．９１日）よ

りも「全国平均」（７．６４日）の方が多かった。また、業種別では製造業において「窯業・土石

業」（９．３８日）が最も多く、それに「食料品」（８．５０日）や「金属、同製品」（６．８８日）

が続いている。一方、非製造業では、「運輸」（１３．２５日）が最も多く、「サービス」（７．６

７日）がそれに続いている。 

 

年次有給休暇の規模別・業種別平均取得日数 

有給取得日数 

 

 

規 模・業 種 

事業所の割合（％） 従業員１

人当たり

の平均取

得日数 

５日未満 
５～１０

日未満 

１０～ 

１５日 

未満 

１５～ 

２０日 

未満 

２０日 

以上 

全 国 平 均 ２４．７ ３９．７ ２７．５ ５．９ ２．２ ７．６４ 

大 阪 府 計 ２９．７ ４４．４ ２０．８ ３．２ １．８ ６．９１ 

大 阪 府 

事 業 所 

規 模 

１ ～ ９ 人 ３０．０ ３８．０ ２６．０ ２．０ ４．０ ７．０４ 

１ ０ ～ ２ ９ 人 ３３．０ ４６．４ １５．５ ２．１ ３．１ ６．４６ 

３ ０ ～ ９ ９ 人 ２８．２ ４７．３ ２０．９ ３．６  ６．９６ 

１００～３００人 ２２．７ ３６．４ ３１．８ ９．１  ８．２７ 

大 阪 府 

製 造 業 

食 料 品 製 造 業  ５０．０ ５０．０   ８．５０ 

繊維工業製造業 ３３．３ ４０．０ ２６．７   ６．４７ 

木材・木製品製造業 ４２．９ ４２．９ ７．１ ７．１  ６．０７ 

印刷・同関連製造業 １８．８ ５６．３ ２５．０   ６．２５ 

窯業・土石製品製造業 １２．５ ２５．０ ５０．０ １２．５  ９．３８ 

化 学 工 業 ３５．７ ５７．１  ７．１  ６．７１ 

金属、同製品製造業 ３３．３ ３９．２ ２３．５ ２．０ ２．０ ６．８８ 

機械器具製造業 ２７．３ ４５．５ ２７．３   ６．７３ 

その他の製造業 ３１．４ ４８．６ １４．３  ５．７ ６．６３ 

計 ３０．７ ４４．６ ２０．５ ２．４ １．８ ６．７８ 

大 阪 府 

非製造業 

運 輸 業   ７５．０ ２５．０  １３．２５ 

建 設 業 ４１．７ ３８．９ １１．１ ８．３  ６．００ 

卸 ・ 小 売 業 ２２．２ ５５．６ ２０．４  １．９ ６．７６ 

サ ー ビ ス 業 ３３．３ ４０．０ ２０．０  ６．７ ７．６７ 

計 ２８．３ ４４．２ ２１．２ ４．４ １．８ ７．１０ 

  



９. 女性従業員数の増減 

◆女性従業員数の「増加」に関して、「正社員」（２５．４％）、「パートタイマー」（２２．３％）、

「派遣社員」（２６．０％）、「嘱託・契約社員」（１７．６％）のすべてにおいて、全国平均（「正

社員：１９．３％」、「パートタイマー：２０．０％」、「派遣社員：１９．２％」、「嘱託・契約

社員：１４．６％」）を上回っている。 

◆大阪府の「正社員」、「パートタイマー」、「派遣社員」、「嘱託・契約社員」における「増加」と

「減少」の差を比べると、「正社員：９．０ポイント」、「パートタイマー：９．６ポイント」、

「派遣社員：８．２ポイント」、「嘱託・契約社員：２．９ポイント」という結果となり、すべ

ての雇用形態で増加していることが明らかとなった。 

 

女性従業員数については、全体的に増加の傾向が見られた。大阪府の「正社員」、「パートタイ

マー」、「派遣社員」、「嘱託・契約社員」のすべての雇用形態において、全国平均よりも高い割合

を示している。また、大阪府における増加と減少の差を比較した場合も、その割合は増加の方が

上回っている。業種別に見ると、製造業（正社員：２５．２％、パートタイマー：２１．６％、

派遣社員：２４．５％）よりも、非製造業（正社員：２５．８％、パートタイマー：２３．６％、

派遣社員：３０．０％）の方が増加している。 

減少を示す割合では、「正社員」（１６．４％）、「派遣社員」（１７．８％）、「嘱託・契約社員」

（１４．７％）においては、全国平均（正社員：１２．８％、派遣社員：１１．６％、嘱託・契

約社員：１０．７％）よりも高かった。業種別では、製造業（正社員：１９．０％、パートタイ

マー：１７．６％、派遣社員：２２．６％）の方が、非製造業（正社員：１２．４％、パートタ

イマー：３．６％、派遣社員：５．０％）よりも減少しているという結果となった。 

 

業種別の女性従業員数における増減（％） 

増 減 

 

 

雇用形態・事業所 

増 

加 

変
わ
ら
な
い 

減 

少 

正 

社 

員 

全 国 １９．３ ６７．９ １２．８ 

大 

阪 

府 

計 ２５．４ ５８．２ １６．４ 

製造業  計 ２５．２ ５５．８ １９．０ 

非製造業  計 ２５．８ ６１．９ １２．４ 

 

パ
ー
ト 

 

タ
イ
マ
ー 

全 国 ２０．０ ６３．７ １６．３ 

大 

阪 

府 

計 ２２．３ ６５．０ １２．７ 

製造業  計 ２１．６ ６０．８ １７．６ 

非製造業  計 ２３．６ ７２．７ ３．６ 

派
遣
社
員 

全 国 １９．２ ６９．１ １１．６ 

大 

阪 

府 

計 ２６．０ ５６．２ １７．８ 

製造業  計 ２４．５ ５２．８ ２２．６ 

非製造業 計 ３０．０ ６５．０ ５．０ 

 

嘱
託
・ 

 

契
約
社
員 

全 国 １４．６ ７４．７ １０．７ 

大 

阪 

府 

計 １７．６ ６７．６ １４．７ 

製造業  計 ２４．５ ６１．２ １４．３ 

非製造業  計  ８４．２ １５．８ 

 


